
特集積算基準類の改定①

1.　‌�水道施設整備費に係る歩掛表に‌
ついて

令和 6年 4月より，厚生労働省から国土交通省
及び環境省に水道行政が移管された。これに伴い
水道施設整備費国庫補助金，上下水道一体効率
化・基盤強化推進事業費国庫補助金，生活基盤施
設耐震化等交付金（水道施設に係る事業に限る）
及び防災・安全交付金（水道施設に係る事業に限
る）を申請する際に適用する「水道施設整備費に
係る歩掛表」（以下，「水道歩掛表」という）は，
国土交通省で策定することとなった。
水道歩掛表は，水道事業者等が単独事業費で行
う工事費の積算を行う際にも広く用いられてお
り，標準的な施工条件において行う水道特有の工
種の単位施工量当たりの労務，材料，機械運転等
の所要量を規定している。また，水道歩掛表に記
載のない工種については，国土交通省土木工事標
準積算基準書（以下，「土木工事積算基準」とい
う），機械設備工事積算基準及び下水道用設計標
準歩掛表等，国もしくは都道府県で定めた積算基
準を適用することとしている。
水道歩掛表の改定にあたっては，関係団体の要
望について，「①実態と乖離があるもの，②新工
法，新技術に適応するもの，③コスト縮減策に資
するもの，④土木工事積算基準等，他の公共工事

歩掛と整合を図るべきもの，⑤老朽化施設の更
新・水道施設の耐震化に資するもの，⑥歩掛の簡
素化に資するもの」といった観点の下，実態調査
や模擬試験等の結果を踏まえた検討を行っている。
本稿では，令和 8年度 水道施設整備費に係る
歩掛表（令和 8年 4月 1日適用）の改定内容を紹
介する。
なお，水道歩掛表の全文は，全国簡易水道協議
会が毎年度発行する『水道事業実務必携』に掲載
されている。

2.　今回の改定概要について

令和 8年度の水道歩掛表の主な改定内容は以下
のとおりである。
⑴　配管作業の公共工事設計労務単価の適用
水道工事における配管作業は，建築物の配管工
事と異なり，屋外の労働条件の厳しい環境下で一
定の技術を有する作業員が配管を行っていること
を踏まえ，これまでの公共工事設計労務単価の
「配管工」から「特殊作業員」を適用した。併せて，
配管工の労務単価は，当面の間，「公共工事設計
労務単価」に 4%の範囲内で加算した額を使用す
るとの記載を削除した。
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⑵　質量 20 t以上の建設機械の貨物自動車等に
よる運搬費の整合
国土交通省の発出している「土木工事工事費積

算要領及び基準の運用」の「基本運賃表」に表記
された運賃金額や使用機器の規格選定と水道歩掛
表の標記を整合させた。
⑶　品質管理における DX技術等の積上げ計上
今後，DX技術等を活用した品質管理が増加す
ることを踏まえ，共通仮設費の積上げ項目へ「水
道工事において発注者が指定した方法等により品
質管理を行う場合に用いる特別な機器に要する費
用」を追記し，DX技術等の機器に関する費用を
積上げにより計上できるものとした。
⑷　現場発生品，現場支給品運搬費の見直し
土木工事積算基準と整合を取るため，これまで
の水道独自の積算方法を廃止し，施工パッケージ
を適用することとした。
⑸　現場環境改善費の整合
「土木請負工事における現場環境改善費の積算
要領」の改訂に伴い，「現場環境改善費」（率計上）
から避暑（熱中症対策）・避寒対策費を切り離す
ことで整合させた。
⑹　ダクタイル鋳鉄管のうち GX型継ぎ手の呼び
径 500 mm～ 1000 mmの追加
昨年度，GX型継ぎ手の呼び径500 mm～1000 mm 
が規格化されたことを踏まえ，模擬試験を行い，
水道歩掛表におけるGX型継ぎ手の適用範囲を，
これまでの呼び径 450 mmから呼び径 500 mm〜
1000 mmまで拡大する。
⑺　水道工事における発生土の仮置き場までの運
搬について
発生土処理歩掛表は開削工事において発生土を
処分地まで運搬することが対象であったが，工事

によっては仮置き場までの土砂運搬が必要となる
ことを踏まえ，「仮置き場へ運搬する場合にも適
用できる。」ことを追記した。
⑻　インターロッキングブロックの再利用時の留
意点について
インターロッキングブロックを再利用する場
合，劣化状況により再利用ができないことを踏ま
え，必要な費用を別途計上することができる旨を
記載した。
⑼　鋳鉄管切断機等における建設機械損料算定表
の改定ついて
令和 5年度の改定により，既設管撤去切断歩掛
表の適用範囲を 1000 mm以下から 2000 mm以下
に拡大したことを踏まえ，建設機械損料算定表に
ついても適用範囲を 2000 mmまで拡大した。
⑽　土木設計業務等積算基準との整合
「土木設計業務等積算基準」における業務委託
料の構成や業務委託料構成費目の内容について整
合を図った。

3.　おわりに

水道事業は，人口減少に伴う料金収入減，耐震
化の遅れ，水道施設の老朽化などさまざまな課題
に直面している。しかし，水道は国民生活に不可
欠なインフラであり，持続可能で強靱な水道シス
テムを構築していく必要がある。
水道施設の耐震化や老朽化対策を行う上で，水
道歩掛表は，正確な積算やコスト標準化に資する
重要なツールであり，今後も適正な水道歩掛表の
策定に努めていく所存である。
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